
【Ａ】自治体による地域公共交通活性化
再生法協議会又は任意の協議会

国による協議会
（特定線区再構築協議会）（仮称）

【B】鉄道事業者又は自治体からの要請

必要な場合には実証事業（※）を通じて対策案の実効性を検証

方針の決定
「鉄道を維持し徹底的な活用と競争力の回復を目指す線区」か「BRTやバス等への転換により鉄道と同
等以上の利便性の確保を目指す線区」かに応じた具体的方針を決定

地域公共交通活性化再生法に基づき「地域公共交通計画」の策定又は改定

各種特定事業の実施等により再構築を実現

※合理的な期限を設けて議論（最長３年間）

鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会の提言の概要②

・国が関係自治体や鉄道事業者の意見を聞かずに、一方的に協議の場を立ち上げることはない。
・協議の場は「廃止ありき」、「存続ありき」という前提を置かず、利用者目線で協議。
・一定の輸送需要を下回っているという理由だけで鉄道の存廃を画一的に判断すべきではなく、地域ごとに丁

寧に見て行く必要。
・「実証事業」の実施を通じて、対策の検証と関係者の合意形成を後押し。
・鉄道を維持する場合は、運賃・経費の適正化を行いつつ、必要な投資を行って鉄道の徹底的な活用と競争力

の回復に努め、ＢＲＴやバスへ転換する場合には、鉄道と同等又はそれ以上の利便性と持続可能性を確保。
・関係者間の合意に基づき、新たな輸送手段への転換を含め、ＪＲ各社はその実現に最大限協力。自治体も必

要な関与を強め、国も頑張る地域を支援。

再構築のポイント再構築のポイント

（※）増便、現行の技術・安全
規制の検証、バスの活用等

合意形成に向けた
国の支援
（例）
○ 協議会の運営
○ 線区評価の支援
・ビッグデータ解析
・クロスセクター分析 等

○ 実証事業の支援

合意実現に向けた
国の支援
（例）
○ 規制・運用の緩和・見

直し
・地域協議運賃の導入
・技術・安全規制の見直
し 等

○ 必要な新規投資や安全
投資の促進
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